富山市農業経営改善計画認定要領

（目 的）
第１条　農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号。以下「法」という。）に基づき、市が農業改善計画の認定を行うにあたり、必要な事項を定める。
（申請）
第２条　法第12条第1項の規定による認定を受けようとする者（以下「申請者」という。）は農業経営改善計画認定申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。
２　申請者は、富山市内において農業経営を営み、又は営もうする個人又は法人とする。
３　複数の者による共同申請については、次に掲げる要件を満たしているものとする。

(1)認定申請を行う名義人が、すべて同一の世帯に属している者、又はかつて同一の世帯に属していた者（その者の配偶者を含む。）であること。

(2)家族経営協定の取決めが締結されており、その中で農業経営から生ずる収益が名義人のすべてに帰属すること及び農業経営に関する基本的事項について名義人のすべての合意により決定することが明確化されていること。

(3)家族経営協定の取決めが遵守されていること。

　４　本市以外の２以上の市町村においても認定を希望する者については、法第13条の２に規定により、県内においては、県知事に認定申請とする。それ以外については、農林水産大臣に認定申請とする。
（認定基準）
第３条　農業経営改善計画の認定基準は別表１のとおりとする。
（認定審査）
第４条　農業経営改善計画の認定に当たっては、原則として富山市農業経営改善計画意見聴取会議（以下「意見聴取会議」という。）を開催し、その会議において別表２の機関・団体に意見を求めるものとする。また、必要に応じて、農業者や専門的な知識を有する者に意見を求めるものとする。
　２　意見聴取会議は、原則として５月、８月、１１月、２月に開催する。
（認定）

第５条　農業経営改善計画の認定をしたときは、農業経営改善計画認定書（様式第２号）を交付し、認定しないときは、農業経営改善計画不認定通知書（様式第３号）を交付する。

（変更認定）
第６条　法第13条第1項の規定による農業経営改善計画の変更の認定に当たっては、第２条から前条までの規定を準用する。ただし、農業機械・施設の導入又は農業制度資金の活用に関する農業経営改善計画の変更の認定に当たっては、市長が必要と認める場合を除き、第４条の規定は準用しないものとする。
（認定の取り消し）

第７条　認定の取消事由は次のとおりとする。
(1)認定要件に該当しないものと認められるに至ったとき。
(2)認定を受けた者が農業経営改善計画に従って必要な措置を講じていないと認められるとき。
　　２　農業経営改善計画の認定を受けた者が認定の取消事由に該当するに至った場合又は該当する恐れがある場合には関係機関や団体と連携し是正指導や助言に努めるものとする。
　　３　前項による指導等にもかかわらず、認定取消事由に該当する状態が長期にわたって続き、その改善が見込まれない場合は、認定を取り消すものとする。
　４　前項に基づき認定の取消を行う場合は、意見聴取会議を開催し、別表２の機関・団体に意見を求めるものとする。
　５　認定の取消を行う場合は、次の手続きにより行うものとする。
(1) 認定の取消し対象となる者に対し、事前に認定の取消しを行う旨及び聴聞を開催する旨を通知する。
(2) 聴聞を開催し、市長が指名した主宰者が審査を行うものとする。
(3) 聴聞の調書等に記載された主宰者の意見を参酌したうえで、認定の取消しが相当と判断した場合には、認定の取消しの対象となる者に対して、農業経営改善計画取消通知書（様式第４号）により通知するものとする。
　６　農業経営改善計画の認定を受けた者が認定を辞退する場合又はその者が死亡した場合は、その者又はその者が死亡した場合にあってはその相続人が、市長に農業経営改善計画認定辞退届（以下「辞退届」という。）（様式第５号）を提出する。
　７　前項により辞退届を受理したときは、その者の認定を取り消し、農業経営改善計画認定辞退届受理通知書（以下「辞退届受理通知書」という。）（様式第６号）により通知するものとする。
（代表者の変更）

第８条　法人組織の代表者の変更があった場合は、代表者変更届（様式第７号）を富山市農政企画課へ提出するものとする。

（その他）

第９条　この要領の施行に関し必要な事項は、市長が別に定めるものとする。

付  則  この要領は平成１７年４月１日から施行する。
この要領は平成１８年４月１日から施行する。
この要領は平成１９年５月１日から施行する。
この要領は平成２０年４月１日から施行する。
この要領は平成２６年４月１日から施行する。
この要領は平成２６年９月３０日から施行する。

　　　　この要領は平成２８年４月１日から施行する。
　　　　この要領は平成２８年９月１日から施行する。
　　　　この要領は平成３０年４月１日から施行する。
　　　　この要領は平成３１年４月１日から施行する。
　　　　この要領は令和２年４月１日から施行する。
　　　　この要領は令和３年３月１日から施行する。　

別表１
	認定基準

	1.基本構想に照らし、適切であること。
	 (1)農業経営の規模
・認定申請のあった農業経営体の営農活動全体で得られる所得に基づいて、本市の「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想」（以下、「基本構想」という。）で設定した目標に適合するかで判断する。
・基本構想に定められていない営農類型であっても、目指している所得水準が基本構想における年間所得目標以上であれば、認定する。
・申請された農業経営改善計画の目標所得水準が基本構想で設定した水準を下回る場合でも、認定申請者の経営内容全体を考慮し、有機栽培や直接販売に取り組む等、認定申請者が意欲をもって経営改善計画に記載された経営の改善・発展に向けた取組を継続し、将来的には基本構想で示された所得水準等に到達することが見込まれる場合は、その計画を適切と判断する。
・認定申請者が農畜産物の生産のみならず、加工・販売や６次産業化等の取組を行うときは、農業経営改善計画にその旨を記載し、農畜産物の生産と併せて当該取組により、将来的に基本構想に掲げる所得水準等の達成を目指すときは、その計画を適切であると判断する。
・農業経営の様態が多様化していることを踏まえ、基本構想に適合するかの判断は所得水準により判断する。
 (2)その他
・申請者が法人の場合には、法人の主たる従事者が目標とする農業所得の額が基本構想で掲げる目標とすべき農業所得水準と同等以上の水準となるような農地の規模拡大の取組や農畜産物の加工・販売の取組等が掲げられているか否かを判断する。
・小規模な経営など、基本構想で示す所得水準等に到達するためには大幅な経営発展が必要であり、申請された経営改善計画の計画期間内にはその到達が困難なものについても、認定申請者が意欲をもって経営改善計画に記載された経営の改善・発展に向けた取組を継続し、将来的には基本構想で示す所得水準に到達することが見込まれる場合は適切と判断する。
・現在の経営がすでに基本構想で示した指標を上回る者からの申請については、申請された経営改善計画の内容が、今後も更なる所得向上等を目指して、農地の規模拡大や農産物の加工・販売により一層の経営改善を図ろうとするものであれば基本構想に照らして適切と判断する。また、将来的に経営を円滑に後継者に継承するため、経営の一部を後継者に任せる等の理由による場合であれば、経営規模を縮小する場合であっても、基本構想の水準を上回っていることを前提として、適切と判断する。


	2.農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために適切なものであること。
	 (1)地域が取り組んでいるブロックローテーションに参加しない場合などは適切でないと判断する。

	3.農業経営改善計画の達成される見込みが確実であること。
	 (1)農業経営改善計画における経営改善の目標について、農業経営の現状、経営規模、生産方式等の当該計画の掲げられた各事項の整合性、労働力確保の実現性等をもとに、その達成の確実性を総合的に審査する。


別表２
	機関・団体名
	備　　考

	富山県富山農林振興センター担い手支援課
	

	富山県富山農林振興センター農業普及課
	

	富山県広域普及指導センター
	

	富山県農業共済組合富山地域農業共済センター
	

	なのはな農業協同組合営農部
	

	富山市農業協同組合営農経済部
	

	あおば農業協同組合営農経済部
	

	山田村農業協同組合経済課
	

	富山市農業委員会
	


（様式２号）

農業経営改善 MERGEFIELD "認定・変更" 計画認定書

　
 MERGEFIELD 法人名 
 MERGEFIELD 代表肩書 　　　　　　　　　　様

　　　

　年　月　日付けで認定 MERGEFIELD "認定・変更" 申請のありました農業経営改善計画は、農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１２条第１項（※第１３条第１項）の規定により、適当であると認定します。

富山市長　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)　　　　

	認定番号
	：
	　　　　　　　　　　号

	 MERGEFIELD 認定・変更 認定日
	：
	　　年　　月　　日

	認定の有効期間
	：
	　　年　　月　　日まで


※留　意　事　項：当該計画に記載された農業経営を改善するためとるべき措置を講じていない

と認められる場合には、認定を取り消す場合があります。
　※自己チェックシートの提出：認定農業者の継続認定者においては、認定日から３年経過時と５

年後の更新時には経営指標に基づく自己チェックシートを提出して下さい。

様式第３号

第　　　　　　　号

                                                    　年　　月　　日

　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富山市長　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)　　
農業経営改善計画不認定通知書
　　　年　月　日付けで認定申請のありました農業経営改善計画は、下記の理由により農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１２条第４項に掲げる要件を満たすことができないと判断されたため、認定できないことを通知します。
記

１　認定できない理由

２　第三者からの意見聴取の結果の内容

（様式第４号）

第　　　　　　　号
　　年　　月　　日

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　富山市長　　　　 eq \o\ac(□,印)
農業経営改善計画認定取消通知書

　　年　　月　　日付けで認定した農業経営改善計画について、下記の理由により取消要件に該当しますので、農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１２条の２第２項の規定に基づき認定を取り消したので通知します。

記

１　農業経営改善計画認定番号　　　　　　　　　－　　　　号

２　農業経営改善計画認定年月日　　　　　　　年　　月　　日　

３　認定の有効期間　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

４　農業経営改善計画認定取消年月日　　　　　年　　月　　日

５　取消理由

なお、この決定に不服があるときは、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）による審査請求又は行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）による取消訴訟を提起することができます。
審査請求及び取消訴訟ができる期間は次のとおりです。
　(1)行政不服審査法の審査請求ができる期間
　　原則として、処分があったことを知った日の翌日から起算して３カ月又は当該処分があった日の翌日から起算して１年を経過したとき。
　(2) 行政事件訴訟法の取消訴訟の提訴ができる期間
　　原則として、当該処分があったことを知った日から６カ月又は当該処分の日から１年を経過したとき。

（様式第５号）

　　年　　月　　日

（あて先）富山市長　


申 請 者

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　

農業経営改善計画認定辞退届

　　年　　　月　　日付けで認定された農業経営改善計画について、下記の理由により認定を辞退したいので届け出ます。

記

	１農業経営改善計画認定番号
	　　　　　　　　　－　　　　　　　号

	２農業経営改善計画認定年月日
	年　　月　　日

	３認定の有効期間
	　　　　　　年　　月　　日

	４辞退する認定農業者名
	

	５辞退理由
	□　死亡により

　　認定農業者名（　　　　　　　　　　　　　　）

□　高齢により

□　病気により農業を続けることが困難なため

□　その他　（　　　　　　　　　　　　　　　　）　


※認定農業者が死亡した場合は、その相続人が届け出るものとする。

	受　付　印

	


（様式第６号）

第　　　　　　　号
　　年　　月　　日

様

富山市長　　　　　　

農業経営改善計画認定辞退届受理通知書

　　年　　月　　日付けで届出のありました農業経営改善計画認定辞退届について、受理しましたので通知します。

記

１　認定番号：　　　　　　　　－　　　号

２　認 定 日：　　　　年　　　月　　　日

３　受 理 日：　　　　年　　　月　　　日

（様式７号）

農業経営改善計画代表者等変更届

　年　　月　　日

（あて先）富山市農政企画課長

農業生産組織名

代表者住所

代表者氏名　　　　　　　　　　
　　年　　月　　日付けで認定された農業経営改善計画について、代表者等の変更がありましたので、下記のとおり届け出ます。

記

	よみがな
	

	新代表者名
	

	よみがな
	

	旧代表者名
	

	新住所
	℡　　　　　　　　　　　　　　fax

	旧住所　
	℡　　　　　　　　　　　　　　fax


　　

	受　　付　　印

	


印








